
 

 

 

 

審 査 の 対 象 及 び 手 続 

 

１ 審査の対象 

平成 25年度の一般会計及び特別会計（14会計） 

 

２ 審査の手続 

一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関

する調書及び財産に関する調書について審査した。 

なお、大阪府財政運営基本条例（以下「条例」という。）第 25条第３項に基づき、大

阪府財務諸表作成基準によって作成された財務諸表を審査に当たり参考とした。 

 

審査は、以下の手続によって実施した。 

 

(1) 決算計数の正確性を確認するため、財務会計システムによって作成された歳入額

及び歳出額と歳入歳出決算書の照合を実施した。また、必要に応じ関係部局から説

明を求めた。 

(2) 現金残高の実在性、収入額及び支出額の正確性を確認するため、例月現金出納検

査時に現金残高、収入額及び支出額と指定金融機関の残高証明書との照合を実施し

た。 

(3) 予算執行手続、収入及び支出に係る事務並びに財産の取得、管理及び処分に関す

る手続が、関係法令に照らして適正に処理されているかについては、本庁定期監査

において確認した。 

 

審 査 の 結 果 

 

平成 25 年度の一般会計及び特別会計の決算について、上述の手続を実施した限りにお

いて、決算計数は正確であり、現金残高、収入額及び支出額は指定金融機関の証明書と一

致しているものと認めた。 

また、予算執行手続、収入及び支出に係る事務並びに財産の取得、管理及び処分に関す

る手続は、本庁定期監査によって検出された事項を除き、関係法令に照らして、おおむね

適正に処理されているものと認めた。 

なお、本庁定期監査によって検出された事項については、「定期監査の結果」として本

年９月 24日に報告したとおりである。 



 

 

 

 

意 見 

 

地方自治法（以下「法」という。）第 233条第２項の規定に基づく審査の結果に添えて、

ここに意見を記載する。 

 

意見とは、決算審査の過程において発見された事項や課題を勘案し、大阪府の組織及び

運営の合理化に資する事項等について、監査委員が必要と認めて記載したものである。   

 

なお、府では平成 23 年度から新公会計制度を導入している。決算審査の参考とした財

務諸表については、別途「新公会計制度による財務諸表に関する監査委員の報告書」を作

成している。 

 

１ 財政収支の状況について 

平成 25 年度の一般会計及び特別会計の実質収支の合計は 307 億円となった（前年度

223億円）。前年度に引き続き黒字となり、対前年比 83億円の増加となった。また、地

方公営企業会計に係る収支を除いた普通会計ベースでの実質収支は 243億円であり、前

年度に引き続き黒字となり、対前年比 103億円の増加となった。 

 

府は「収入の範囲内で予算を組み、将来にわたって実質公債費比率を早期健全化基準

(25%)以上にしない」（「今後の財政収支の見通し〔粗い試算〕」（以下「粗い試算」とい

う。））ため、「粗い試算」（平成 22年８月版）において試算された要対応額 600億円/年

（平成 23～25 年度の３年間）に対応すべく、「大阪府財政構造改革プラン（案）」にお

いて改革の取組を定めている。 

その後、毎年２月に「大阪府財政構造改革プラン（案）改革工程表」として、３年間

の計画期間中の取組を作成・公表している。 



 

 

 

 

 

（単位：億円） 

 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

目
標
額 

歳入歳出の取組み 330 330 330 

 構造改革 125 175 185 

 歳出改革 75 110 110 

歳入確保 50 65 75 

予算編成における取組みなど 205 155 145 

人件費 270 270 270 

計 600 600 600 

 （出典）「大阪府財政構造改革プラン（案）」（平成 22年 10月） 

 

（単位：億円） 

 平成 23年度 

(最終予算) 

平成 24年度 

(最終予算) 

平成 25年度 

(最終見込) 

効
果
額 

歳入歳出の取組み 365 389 401 

 構造改革 160 234 256 

 歳出改革 94 121 131 

歳入確保 66 113 125 

予算編成における取組みなど 205 155 145 

人件費 270 270 270 

計 635 659 671 

 （出典）「大阪府財政構造改革プラン（案）改革工程表」（平成 23年度から平成 25年度までの取組み実績） 

（平成 26年２月） 

 

上表のように、平成 23 年度から平成 25 年度の要対応額 600 億円/年について、平成

23年度は 635億円、平成 24年度は 659億円、平成 25年度は 671億円と目標を超える効

果額となっている。 

平成 22年度に策定した財政構造改革プラン（案）は、平成 25年度末をもって計画期

間が終了し、平成 26 年度は、財政構造改革プラン（案）の改革の視点を承継した取組

を１年間実施することとした。 



 

 

 

 

 

 （単位：億円） 

平成 26年度の取組み 取組効果額 

歳入確保 

・府有財産の活用と売却 

・適正課税の推進 等 

108 

歳出削減 

・点検結果を踏まえた取組み 

・部局長マネジメントによる取組み等 

・給与の特例減額 

97 

計 205 

 （出典）「平成 26年度行財政改革の取組みについて」（平成 26年２月） 

 

一方で、平成 17年度から平成 26年度までの一般会計及び特別会計に関する府債残高

は以下のとおり増加基調にあり、平成 25 年度末の同残高は６兆 3,194 億円にのぼって

いる。また、府民１人当たり府債残高も同様に増加基調にあり、平成 25 年度末の府債

残高でみると 713,228円となっている。 

このように、府債残高は増加を続けており、将来の償還財源の確保を考えた場合、財

政状態は非常に厳しいといえる。 
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「財政のあらまし」（平成 26年６月）、「大阪府の人口推計」（平成 25年 10月現在）より作成 

※臨時財政対策債等：臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債、減収補塡債 

※平成 17年度から 24年度は決算ベース、平成 25年度は最終予算ベース、平成 26年度は当初予算ベース 



 

 

 

 

※平成 26 年度の人口は公表されていないため、簡便的に平成 25 年度の数字を用いて府民１人当たり府債

を計算した。 

 

府債残高が増加基調にあり依然として厳しい状況にある府の財政状態を踏まえ、以下

においてストック面（年度末の残高）及びフロー面（年度内の動き）に着目して財政上

の課題を整理した。 

 

(1) ストック面からみる財政上の課題 

ア 「粗い試算」（平成 26年２月版）に掲げられている課題 

平成 26 年２月の「粗い試算」においては、以下のように２つの課題が掲げられて

いる。 

 

 

(ア) 財政調整基金積立目標額 1,450億円（平成 33年度末） 

（単位：億円） 

積立残高 目標額 

平成 23年度末 平成 24年度末 平成 25年度末 
平成 26年度末 

（見込） 
平成 33年度末 

1,385 1,438 1,500 1,150 1,450 

  平成 26年度当初予算発表資料及び平成 26年 9月補正案予算発表資料 

 

財政調整基金については、平成 33年度末までに 1,450億円を積み立てる目標であ

るが、平成 25年度末時点では 1,500億円と一時的に目標額を達成している。ただし、

平成 26年度当初予算では、起債償還ルールの変更に伴う公債費の増加や、人件費等

が増加したことなどにより財源対策が必要であり、財政調整基金の取崩し 461 億円

が見込まれている。さらに、平成 26年度は５月補正予算にて 1億円、９月補正予算

にて１億円の取崩しが見込まれている。平成 25年度の決算剰余金 112億円の編入を

加味すると平成 26年度末で積立残高は 1,150億円と見込まれる。 

○課題整理 

【課題１】財政調整基金積立目標額 1,450億円（平成 33年度末） 

【課題２】減債基金の積立不足額 2,895億円（平成 26年度当初予算後）の復元 

・財政運営基本条例に沿って、平成 49 年度末までに減債基金の積立不足額を解消す

る必要がある。 

（出典）「財政状況に関する中長期試算〔粗い試算〕」（平成 26年２月版） 



 

 

 

 

 

(イ) 減債基金の積立不足額 2,895億円（平成 26年度当初予算後）の復元 

（単位：億円） 

 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

A年度当初の減債基金の積立不足額 △4,253 △3,940 ※１△3,174 

B当初予算で措置される積立額 260 320 280 

C当初予算後の減債基金の積立不足額 

（A－B）※２ 
△3,993 △3,620 △2,895 

D将来年度に復元を見込んでいる額※３ 2,280 840 2,895 

E将来年度に復元を見込めていない額 

（C－D） 
△1,713 △2,780 － 

「財政状況に関する中長期試算〔粗い試算〕」（平成 24年２月版、平成 25年２月版、平成 26年２月版）

より作成 

※１ うち、臨時財政対策債等 1,083億円、その他 2,091億円。 

※２ 平成 24年度は決算剰余金等で 53億円を復元し年度末の減債基金の積立不足額は△3,940億円

となった。平成 25年度は復元の前倒し等で 446億円を復元し年度末の減債基金の積立不足額は△

3,174億円となった。 

※３ 平成 24年２月版は 10年間（平成 25年度から平成 34年度）で 2,280億円（平成 25年度から平

成 28年度まで毎年 330億円、平成 29年度 40億円、平成 30年度 110億円、平成 31年度 240億円、

平成 32年度 360億円、平成 33年度 200億円、平成 34年度 10億円）、平成 25年２月版は３年間

（平成 26年度から平成 28年度）で 840億円（毎年 280億円）、平成 26年２月版は 11年間（平成

27年度から平成 37年度）で 2,895億円（平成 27年度から平成 36年度まで毎年 280億円、平成

37年度は 95億円）の復元を見込んでいる。 

 

減債基金の積立不足額 2,895億円（平成 26年度当初予算後）は、「粗い試算」（平

成 26 年２月版）では、平成 37 年度までに全額復元される見込みとなっている。す

なわち、平成 25 年２月版以前は、将来年度に復元を見込んでいる額（D）を考慮し

てもなお積立不足の状況であったが（E）、平成 26年２月版では、積立不足はすべて

解消され、「粗い試算」上全額復元が見込まれることとなった。これは、税収の増に

よる平成 26年度の単年度収支の改善や、将来推計の試算に用いている内閣府試算に

おける各種指標（名目ＧＤＰ成長率、長期金利）の改訂に伴い全体収支が改善した

ことによるものである。 



 

 

 

 

イ 臨時財政対策債等の償還のための自主財源の確保 

臨時財政対策債等の償還のために確保すべき自主財源の額は、以下のとおりである。 

 

（単位：億円） 

 平成 24年度末 平成 25年度末 

臨時財政対策債等の償還財源を自ら確保すべき額   

 基準財政需要額算入対象外の金額 2,042 1,870 

府の償還ルールと国の算入ルールの違いによる差 2,912 2,855 

臨時財政対策債等に関する減債基金の積立不足額 1,344 1,083 

 合計 6,298 5,808 

「府債の状況（平成 25年度決算全会計ベース）」より作成 

 

臨時財政対策債等は、税や交付税の代替として発行した府債（臨時財政対策債、

減税補塡債、臨時税収補塡債、減収補塡債）の合計であり、その元利償還金の主な

ものについては、後年度の普通交付税の基準財政需要額に全額算入される。 

しかしながら、減収補塡債の発行額の一部など基準財政需要額の算入対象外とな

っている額については、償還のための自主財源を確保する必要があり、その額は平

成 25年度末では 1,870億円となっている。前年度末と比べると 172億円の減少とな

っているが、これは減収補塡債の残高が減少したことによるものである。 

また、国の基準財政需要額算入ルールと府の償還（積立）ルールには乖離があり、

おおむね国の算入時期の方が府の減債基金への積立時期に比べ早くなっている。そ

のため、既に交付税措置された額について、府債を償還する財源として減債基金に

積み立てずに他の目的で支出した場合には、償還のための自主財源を確保する必要

があり、その額は平成 25年度末では 2,855億円となっている。前年度末と比べると

57 億円の減少となっているが、これは平成 24年度、平成 25 年度以降に新規発行し

た府債について府の償還ルールの見直しが行われ国の算入ルールより早くなったこ

と、交付税措置が終了した減収補填債 300 億円の借換を抑制したことによるもので

ある。 

さらに、臨時財政対策債等の府の償還（積立）ルールに基づく減債基金の積立額

は、取崩しにより積立不足となっている額について、償還のための自主財源を確保

する必要があり、その額は平成 25年度末では 1,083億円となっている。前年度末と



 

 

 

 

比べると 261 億円の減少となっているが、これは復元積み立てを行なったことや決

算剰余金等が編入されたことによるものである。 

以上から、臨時財政対策債等の償還のために確保すべき自主財源の額は、単純に

合計すると平成 25年度末で 5,808億円と多額ではあるものの、前年度に比べて減少

が見受けられた。 

なお、臨時財政対策債等以外の積立不足額は平成 25 年度末で 2,091 億円(上記１

(1)（イ）の※１参照)であり、この額を加えると、府が確保すべき自主財源の額は

平成 25年度末で 7,899億円と更に多額にのぼる。これらは将来世代への負担の先送

りと考えられる。将来世代への負担の先送りとしては、イの他「平成 13年度以前に

新規発行した府債の最終償還時に必要となる自主財源の額」も該当すると考えられ

る。 

 

ウ 平成 13年度以前に新規発行した府債の最終償還時に必要となる自主財源の額 

平成 13 年度以前に新規発行した府債は、30 年目の最終償還時に当初借入額の

22.7％の一般財源が必要となるルールで減債基金を積み立てていたため、最終償還

時に必要な自主財源 7,142 億円を確保する必要がある。このうち、臨時財政対策債

等についてはイに含まれているが、臨時財政対策債等以外についてはイの 7,899 億

円には含まれていない。償還のために確保すべき自主財源の額は、普通会計では以

下のとおりである。 

 

（単位：億円） 

発行年度 
発行額 

最終償還年度 
最終償還額 

(A)×22.7％  うち民間資金(A) 

平成１年度 859 475 平成 31年度 108 

平成２年度 1,007 429 平成 32年度 97 

平成３年度 1,046 444 平成 33年度 101 

平成４年度 2,829 1,333 平成 34年度 303 

平成５年度 4,743 3,026 平成 35年度 687 

平成６年度 4,299 3,772 平成 36年度 856 

平成７年度 5,634 4,585 平成 37年度 1,041 

平成８年度 3,975 3,570 平成 38年度 810 

平成９年度 3,899 2,114 平成 39年度 480 

平成 10年度 3,708 3,032 平成 40年度 688 



 

 

 

 

平成 11年度 3,392 2,592 平成 41年度 588 

平成 12年度 3,289 2,153 平成 42年度 489 

平成 13年度 3,356 3,206 平成 43年度 728 

平成 14年度※１ 3,168 731 平成 44年度 166 

  2,002 平成 44年度 2 

平成 15年度 3,361 2,981 平成 45年度 3 

計※２    7,142 

（出典）「財政状況に関する中長期試算〔粗い試算〕」（平成 24年７月版）より作成 

※１ 民間資金のうち 731 億円は、平成 13 年度出納整理期間に発行したものであり最終償還時に

22.7％が必要である。 

※２ 最終償還時に当初借入額の 22.7％の一般財源が必要となるルールで減債基金を積み立ててい

た各年度の合計。このうち臨時財政対策債等以外に係る額は、発行額の割合より全体の８分の５

程度と推定される。 

 

 (2) フロー面からみる財政上の課題 

ア 実質公債費比率の推移及び将来試算 

実質公債費比率の推移は以下のとおりである。平成 24 年度から平成 25 年度にか

けて 0.9 ポイント悪化しており、地方財政法上、公債費負担適正化計画の自主的策

定が要請され、起債も許可制とされる 18％を超える水準が続いている。 

 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

実質公債費比率の実績 17.6％ 18.4％ 18.1％ 19.0％ 

大阪府 HP「主要財政指標の推移」より作成 

 

また、実質公債費比率の将来試算について、平成 25年２月の「粗い試算」と平成

26年２月の「粗い試算」を比較すると、以下のとおりである。 
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「財政状況に関する中長期試算〔粗い試算〕」（平成 25年２月版、平成 26年２月版）より作成 

 

平成 26年２月の試算では、平成 26年度から平成 28年度にかけての実質公債費比

率は悪化しているが、平成 29 年度以降は改善している。平成 34 年度以降は再度悪

化に転じているが、平成 36年度の 20.5％をピークにそれ以降は急速に改善している。 

 

（注）実質公債費比率とは、財政健全化法に基づく指標で、標準的な財政規模に対する実質的な公債

費相当額の占める割合の過去３年間の平均のこと。当該比率が 25％以上になると「財政健全化団

体」に、35％以上になると「財政再生団体」になる。なお、地方財政法上、当該比率が 18％以上

となると起債は許可制となり、公債費負担適正化計画の自主的策定が要請される（この計画を前

提に起債許可。25％、35％以上の自治体には起債制限がある。） 



 

 

 

 

イ 「粗い試算」における要対応額 

他方、以下は平成 26 年２月の「粗い試算」における単年度不足と減債基金の積

立不足の解消への対応額の試算である。 

（単位：億円） 
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「財政状況に関する中長期試算〔粗い試算〕」（平成 26 年 2 月）より作成 

 

平成 26年度から平成 28年度の３年間で合計 1,855億円必要である。その後、平成

29年度から平成 38年度の 10年間で合計 2,170億円が必要とされている。平成 26年

度から平成 46年度までに必要な対応額の合計は 4,875億円と多額にのぼっている。 

 

（単位：億円） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「財政状況に関する中長期試算〔粗い試算〕」（平成 24年７月版、平成 25年２月版、 

平成 26年２月版）より作成 
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以上(1)ストック面からみる財政上の課題及び(2) フロー面からみる財政上の課題

のように、減債基金の積立不足額は平成 37 年度に解消される見込みとなっており、

また実質公債費比率も平成 38 年度には 18％を下回る試算となり、府の財政状況は改

善傾向にあることを示している。ただし、将来の財政収支は推計によるものであり、

実際の財政収支は今後の社会経済情勢によって大きく変わることも有り得る。今後、

負担が増えることが見込まれる社会保障関係経費など、府が将来に大きな財政上の課

題を抱えていることに変わりはないため、今後も逼迫した財政の状況を的確に捉え、

引き続き財政の健全化に取り組まれたい。 

 

２ 将来リスクについて  

(1) 財団法人大阪府産業基盤整備協会解散に伴う第三セクター等改革推進債について 

財団法人大阪府産業基盤整備協会（出捐率 100％）は、単年度貸付（注）を解消す

るという方針のもと、府からの借入金を法人所有の資産により代物弁済を行ったうえ

で、平成 24 年度末に解散した。解散に伴い、府は第三セクター等改革推進債を 110

億 7,800万円発行した。 

代物弁済の対象となった賃貸事業用土地は借入金の担保として設定されていた産

業団地（テクノステージ和泉及び津田サイエンスヒルズ）であり、実態として地方債

の発行によってこれらの資産を取得したことになる。 

法人解散後は産業団地の運営を府が承継し、賃貸借契約が満了する平成 37 年まで

事業を継続し、その後は時価で売却する予定である。 

府は、産業団地入居者への対応や賃料の収入事務、それに付随する債権管理などの

事務を承継したことから、それら事務に適切に対応するとともに、当該資産の時価の

変動による府の財政負担に留意し、賃貸借契約満了時における売却に向けた具体的な

対応について検討が必要である。 

 

（注）法人は年度末に金融機関から借入れを行い、大阪府からの貸付けをいったん全額返済するもの

の、翌期首には再度大阪府が法人へ貸付けを行い、金融機関へ返済するといったように、毎年度

反復・継続的に貸付けと償還を繰り返していた。大阪府の貸付けは実質的には長期化していたと

考えられる。 

 

(2) まちづくり促進事業会計について 

まちづくり促進事業会計（公営企業会計）は、平成 15年に設置された会計であり、

地域整備事業会計において造成した土地を買い取り、定期借地事業を行っている。同

会計では、土地の購入に際し、起債（1,140 億円）しており、定期借地契約期間（20

年）終了時である平成 35年以降の土地売却収入を充当する予定である。 



 

 

 

 

現状、土地 1,243 億円（取得価額）の評価額（注）は 807億円であり、436 億円の

含み損が発生している。また近年、不動産鑑定価額が評価額を大幅に下回るケースが

見受けられる。定期借地契約が終了する時点における土地の地価の状況によっては、

大阪府の財政負担が発生する可能性があるため、地価の動向には留意されたい。 

 

（注）評価額については、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の例により、産業用地につ

いては平成 25 年１月１日現在の相続税路線価等を基準に算出し、住宅用地については鑑定評価

額としている。 

 

平成 25年度末有形固定資産（土地）明細 

            （単位：百万円） 

資産の種類 帳簿価額 【参考】評価額（注） 

  二色の浜 13,206 7,831 

  りんくうタウン 107,181 70,523 

  阪南スカイタウン 3,899 2,375 

    計 124,286 80,730 

注：まちづくり促進事業会計が所有する固定資産（土地）には、まちづくり促進事業会計債発行分 1,140

億 7,200万円と一般会計からの現物出資分 102億 1,400万円がある。 

 

(3) 地域整備事業会計の廃止に伴い発行された第三セクター等改革推進債について 

一般会計へ引き継がれた地域整備事業会計（公営企業会計）は、平成 24 年４月１

日の引継の際、同会計の起債残高 471億円の償還原資として同額の減債基金を積み立

てるため、一般会計から 305億円を充当したが、その財源の一部として地域整備事業

会計の未処分地の時価相当額である 233億円の第三セクター等改革推進債を発行した。

土地については、一般会計への引継時に、いったん時価評価されているが、今後の時

価の低下や売却の状況に留意されたい。 

 

(4) 大阪府道路公社について 

平成 25 年度末現在、府は大阪府道路公社に対して 911 億円を出資しており、同公

社の借入金（金融機関借入金 391億円、政府等借入金 447億円）に対する債務保証を

行っている。 

公社の有料道路事業は、料金徴収期間における収益と費用の差額によって、道路建

設資金（借入金及び府からの出資金）を償還することとなっている。同公社の収支見



 

 

 

 

通しによれば、有料道路の通行料金徴収期間満了時の財源不足は 907億円と試算され

ており、料金徴収期間の延長や更なる経費の削減等の措置を講じた場合でも 636億円

の財源不足となり、同額の出資金が回収不能額となることが見込まれている。 

同公社の経営状況については今後も注視し、府の財政負担への影響について府民へ

の適時適切な説明が必要である。 

以上 


